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令和８年度千歳市各会計予算大綱 

 

 

令和８年度の千歳市各会計予算案を提出するに当たり、その大綱につきましてご説明申

し上げます。 

 

（日本経済の見通し） 

 令和７年度の我が国経済は、賃上げ率が２年連続で５％を上回るなど、「デフレ・コス

トカット型経済」から、その先にある新たな「成長型経済」に移行する段階まで来ており、

足元の景気は、米国の通商政策による影響が自動車産業を中心に見られるものの、緩やか

に回復しているが、潜在成長力は伸び悩み、賃金の伸びは物価上昇に追いつかず、食料品

を中心とした物価上昇により、個人消費は力強さを欠いていました。 

こうした現状に対し、まずは、生活の安全保障・物価高への対応、危機管理投資・成長

投資による「強い経済」の実現、防衛力と外交力の強化を３つの柱とする「「強い経済」

を実現する総合経済対策」を策定し、その裏付けとなる令和７年度補正予算を迅速かつ着

実に執行し、総合経済対策の効果を広く波及させていくこととしました。 

令和８年度は、安定的な物価上昇とそれを上回る持続的な賃金上昇が実現する「成長型

経済」への転換を図るに当たり、将来世代への責任を果たす「責任ある積極財政」の考え

方の下、経済財政運営を行うこととしており、戦略的な財政出動により官民が力を合わせ

「危機管理投資」と「成長投資」を進めて社会課題を解決し、「暮らしの安全・安心」を

確保するとともに、雇用と所得を増やし、潜在成長力を引き上げ、「強い経済」を実現し

ていくこととしております。 

 

（地方財政計画） 

 令和８年度においては、通常収支分について、累積した巨額の債務残高を抱えるなど引

き続き厳しい地方財政の状況等を踏まえ、歳出面においては、物価高の中での官公需の価

格転嫁やいわゆる教育無償化への対応等に必要な経費を計上するとともに、地方団体が住

民のニーズに的確に応えつつ、行政サービスを安定的に提供できるよう、物価高、社会保

障関係費や人件費の増加を適切に反映した計上等を行う一方、国の取組と基調を合わせた

歳出改革を行うこととしております。 

また、歳入面においては、「経済財政運営と改革の基本方針２０２５」等を踏まえ、交

付団体を始め地方の安定的な財政運営に必要となる地方の一般財源総額について、経済・

物価動向等を適切に反映し、令和７年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同

水準を確保することとしております。 

 

（令和８年度予算編成の考え方） 

令和８年度予算は、こうした地方財政計画や景気の動向、国・地方を通じた厳しい財政
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状況を踏まえ、「第７期総合計画」及び「第２期財政標準化計画」の着実な推進を基本と

して、人口増加が続く、持続可能な千歳の未来に向けて、直面する課題解決に積極的に取

り組むとともに、魅力あるまちづくりに向けた施策を積極的に進めるため、更に、今年は、

空港開港１００年という大きな節目の年となることから、様々な記念行事を通じて、この

特別な年が、市民の記憶に深く刻まれ、次の１００年に向けた新たなスタートの年となる

よう予算の重点化を図り、 

「Ⅰ 定住未来戦略パッケージ」 

「Ⅱ ２０２６ちとせ・空港開港 １００年記念事業」 

「Ⅲ 喫緊の課題のうち、特に重点的に取り組む事業」 

の大きく３つの項目を掲げ、編成を行ったところであります。 

 

（令和８年度予算案の概要） 

 その結果、予算案の総額を、 

一 般 会 計 ６２８億  ６５２万６千円 

特別会計（７会計） １７３億３，４３４万６千円 

合 計 ８０１億４，０８７万２千円 

としたところであります。 

 

（一般会計予算の概要） 

一般会計では、前年度に比べ、３２億８，７３６万３千円、５．５％の増となっており

ます。 

歳入につきましては、一般財源で３４５億６，７１９万７千円となり、前年度に比べ２

億３１８万１千円、０．６％の増となっております。 

これは、地方交付税で６億７，６００万円、１０．２％の減、繰入金で土地区画整理事

業にかかる財政調整基金繰入金の皆減などにより、１６億４，２６８万５千円、４４．

２％の減となったものの、市税では市民税や固定資産税などの増により１９億６，７７０

万円、１０．８％の増、地方消費税交付金で５億９００万円、１８．６％の増となったこ

となどによるものであります。 

また、特定財源では、２８２億３，９３２万９千円となり、３０億８，４１８万２千円、

１２．３％の増となっております。 

これは、繰入金で心のふるさと千歳基金繰入金や土地取得事業特別会計繰入金の増など

により、２８億７，５６３万６千円、１４１．７％の増などによるものであります。 

次に歳出でありますが、経常費では、４２９億３０１万７千円となり、前年度に比べ２

５億５，５８１万２千円、６．３％の増となっております。 

これは、児童手当給付事業費、起債償還金元金などで減となったものの、職員費、自立

支援給付事業費、特定教育・保育施設給付事業費などで増となったことによるものであり

ます。 
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また、投資的経費を除く臨時費では、１１５億５７３万５千円となり、１４億１８２万

１千円、１０．９％の減となっております。 

これは、公共施設整備基金積立金、病院事業繰出金などで増となったものの、土地区画

整理事業特別会計繰出金、立地企業振興事業費などで減となったことによるものでありま

す。 

投資的経費では、８３億９，７７７万４千円となり、２１億３，３３７万２千円、３４．

１％の増となっております。 

これは、札幌圏共同消防通信指令システム更新整備事業費、中学校防音機能復旧事業費

などで減となったものの、温水プール改修事業費、勇舞中学校校舎増築事業費、根志越市

有地売払い事業費、長都駅前遊びと学びの複合施設整備事業費などで増となったことによ

るものであります。 

 

以下、計上いたしました主な予算につきまして、「第７期総合計画」に掲げた７つのま

ちづくりの基本目標に沿ってご説明申し上げます。 

 

はじめに『基本目標１ あたたかさとつながりを心で感じられるまち』の予算であります。 

子どもから高齢者まで、また、一人暮らしから大家族まで、それぞれの年齢やライフス

タイルで生活している誰もが、お互いの理解を深め支え合うことができる「あたたかさと

つながりを心で感じられるまち」を目指し、 

長都駅前遊びと学びの複合施設整備事業費 ３億４，０５９万３千円 

高齢者福祉計画・介護保険事業計画策定経費 ４９１万５千円 

介護人材確保・育成・定着促進事業費 １，１４６万４千円 

重層的支援体制整備事業費（１５事業） ２億１，６２１万３千円 

高齢者・障害者福祉サービス利用券助成事業費 １億７２２万８千円 

祝梅在宅福祉センター施設修繕事業費 ７３７万円 

自立支援給付事業費 ３６億４，３０９万５千円 

障がい者計画・障がい福祉計画策定経費 ７９５万３千円 

総合福祉センター環境改善事業費 ５，９２０万円 

障害児給付事業費 ９億１，４０６万３千円 

子ども医療費助成事業費 ４億１，２２６万３千円 

保育士等確保支援事業費 ４，０３６万７千円 

特定教育・保育施設給付事業費 ３５億７，５９４万４千円 

学童クラブ事業費 ２億５，４２０万１千円 

地域型保育施設給付事業費 ４億８，５５５万５千円 

こども誰でも通園制度実施支援事業費 １，７３９万４千円 

保育所等防犯対策強化整備事業費 １，７３３万１千円 

認定こども園ひまわり修繕事業費 １，８３１万６千円 

いずみさわ児童館改修事業費 １，１２９万７千円 
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生活保護事業費 ２７億９，７４４万３千円 

休日夜間急病センター運営事業費 １億６，５７３万２千円 

予防接種推進事業費 ４億６，２３５万９千円 

市民健康診査事業費 １億３，０３３万８千円 

産前・産後ケア事業費 ２，２１３万７千円 

産後ケア施設改修費補助事業費 ２，２７８万６千円 

などを計上しております。 

 

次に、『基本目標２ 豊かな自然を育み快適で住みよいまち』の予算であります。 

身近な生活空間から支笏湖を包む大自然まで、千歳に広がる豊かな自然環境を継承し、

快適に暮らすことができる「豊かな自然を育み快適で住みよいまち」を目指し、 

新千歳空港２４時間運用に伴う周辺環境対策事業費 ４，７２５万５千円 

環境監視事業費 １，８３１万６千円 

自然環境保全事業費 １００万３千円 

脱炭素化推進事業費 ８３５万６千円 

千歳美々ワールド周辺環境影響調査事業費 ３，４０１万１千円 

共同受信施設設置事業費 ２億６，１１３万８千円 

ごみ減量・リサイクル化啓発事業費 ２５０万５千円 

資源回収事業費 ５，５８５万２千円 

道央廃棄物処理組合経費 ４億１，９６６万円 

道央廃棄物処理組合最終処分場建設事業費 １，４６５万８千円 

災害廃棄物処理計画策定業務経費 ４８５万１千円 

塵芥収集運搬業務経費 ４億３，７２２万９千円 

焼却処理場煙突撤去事業費 １億５，９５８万９千円 

環境センター屋上防水整備事業費 ３，８７３万１千円 

Ｃ経路舗装補修事業費 ２億３１７万１千円 

などを計上しております。 

 

次に、『基本目標３ 災害や危険から暮らしを守るまち』の予算であります。 

災害への備えの意識や日常生活と隣り合わせにある交通事故、犯罪などを未然に防ぐ意

識を日頃から高め合い、安全・安心なまちづくりを着実に進め、被害を最小限に抑え、災

害時もみんなで助け合い、困難を乗り越えることができる「災害や危険から暮らしを守る

まち」を目指し、 

暴力追放・防犯対策事業費 １５８万２千円 

交通安全推進事業費 ３１３万６千円 

火災予防等推進普及事業費 ２１６万７千円 

救急業務経費 ８０１万６千円 

救急備品等整備事業費 １７０万３千円 

札幌圏共同消防通信指令システム運用業務経費 ６，２３４万５千円 
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消防団運営業務経費 ２，５３１万８千円 

防災訓練事業費 ３８３万５千円 

自主防災組織育成事業費 ２６７万７千円 

重要給水施設耐震化事業費 ３，２２７万４千円 

Ｊアラート受信機更新事業費 １，３１２万３千円 

救急情報システム整備事業費 １，２７５万５千円 

向陽台出張所改修事業費 ４，２２５万６千円 

西出張所改修事業費 ５，５６６万円 

祝梅出張所改修事業費 ２，８９９万６千円 

などを計上しております。 

 

次に、『基本目標４ 充実した学びと豊かな文化・スポーツのまち』の予算であります。 

教育環境の整備を進め、幼児期から生涯にわたって市民が生き生きと学び、教養を深め

る機会を創出するとともに、文化芸術活動やスポーツ活動を通じて交流の輪を広げ、まち

づくりや地域活性化の力となっていく「充実した学びと豊かな文化・スポーツのまち」を

目指し、 

アイヌ文化発信事業費 ９１５万１千円 

修学支援事業費 ２，１４０万９千円 

特別支援教育事業費 ３５２万１千円 

学校活動支援事業費 ５，７５６万４千円 

小中学校就学援助事業費 １億１，１０７万８千円 

小中学校ＩＣＴ機器等整備事業費 ８億７８８万９千円 

小中学校改修事業費 １億４，６４０万８千円 

中学校冷房設備整備事業費 １億４，６３２万６千円 

勇舞中学校校舎増築事業費 ５億６，２０８万２千円 

高齢者学級開催事業費 ３０２万４千円 

指定史跡保存管理事業費 ９１３万９千円 

文化財普及啓発事業費 ８５９万２千円 

市民文化センター設備改修事業費 ７，５６４万４千円 

給食提供業務経費 １０億３，１１２万５千円 

新学校給食センター整備事業費 １，９５９万３千円 

スポーツ施設設備更新等事業費 ３，３４２万７千円 

青葉公園庭球場改修事業費 ５，４４０万円 

温水プール改修事業費 ６億６，３６０万４千円 

市民球場改修事業費 ５，１００万円 

公立大学法人運営事業費 １３億８，３４８万８千円 

公立大学法人修学支援事業費 １億７，１１５万６千円 

地方大学・地域産業創生事業費 ５，２７１万１千円 

などを計上しております。 
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次に、『基本目標５ 地の利と資源を生かした産業のまち』の予算であります。 

豊かな自然環境をはじめ、新千歳空港や多くの立地企業・人材など、千歳市が持つ地域

資源を生かし産業を振興することで、市民の生活が豊かになり、地域経済も発展する「地

の利と資源を生かした産業のまち」を目指し、 

千歳美々ワールド整備事業費 ９，４４１万６千円 

次世代半導体拠点推進事業費 １，８６３万２千円 

国際交流事業費 １，９６８万６千円 

地元就職・人材確保支援事業費 ２，５６２万１千円 

経営安定化対策事業費 ２，２３２万３千円 

有害鳥獣等駆除事業費 ５１１万円 

新規就農者育成総合対策事業費 １，６９６万４千円 

スマート農業普及推進助成事業費 ６６０万円 

クマ防除経費 ９２０万円 

ヒメマス保護振興事業費 ２，７４１万６千円 

ヒメマス地域特産品ブランド化事業費 ３５２万３千円 

企業誘致推進事業費 ８８５万３千円 

立地企業振興事業費 ２億７，９９３万９千円 

中小企業対策支援事業費 ５億８，８５９万８千円 

商業等活性化事業費 １，４３０万１千円 

観光ＰＲ事業費 １，２３５万１千円 

観光客受入体制整備支援事業費 １，４６２万７千円 

イベント支援事業費 １，８８８万７千円 

観光機関連携業務経費 １１８万円 

などを計上しております。 

 

次に、『基本目標６ 暮らしやすく便利な都市基盤があるまち』の予算であります。 

これまで整備してきた都市基盤の利便性や強さを更に高め、市民が安心して快適に暮らし、

にぎわいを生み出すことのできる「暮らしやすく便利な都市基盤があるまち」を目指し、 

バス路線確保対策補助事業費 １億９，４８８万４千円 

地域公共交通利用促進事業費 ２，７４６万３千円 

自動運転社会実装推進事業費 １億８，３４８万円 

千歳市まちなか再構築プロジェクト事務経費 ３１２万７千円 

若年世帯・子育て世帯定住促進事業費 ２，５３５万９千円 

２０２６ちとせ・空港開港１００年記念事業費 １億９１８万３千円 

まちなか地域交流推進事業費 ３，１６１万９千円 

道路維持管理業務経費 ４億５９８万４千円 

除排雪事業費 ５億７，３７４万７千円 

パートナーシップ排雪事業費 ２０３万９千円 

市道整備事業費 ７億１９万３千円 
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橋梁長寿命化対策事業費 ２，５６８万４千円 

２９号通整備事業費 ４，８２１万９千円 

街路灯ＬＥＤ化整備事業費 １億２，９７０万円 

ロードヒーティング更新事業費 ７１０万円 

新土地利用調整業務経費 ６，５８３万２千円 

市内公園整備事業費 １億１，８０２万円 

千歳川河川緑地整備事業費 ２，５７０万円 

インクルーシブ遊具整備事業費 ５，３００万円 

ちとせ住まいのゼロカーボン化推進事業費 ７０６万６千円 

市営住宅営繕業務経費 ６，２４７万円 

公営住宅等長寿命化型改善等事業費 ２億６，７２６万６千円 

東雲団地用途廃止事業費 ２億２，４３５万１千円 

公営住宅建替事業費（富丘団地） ５，２２１万７千円 

などを計上しております。 

 

次に、『基本目標７ 多彩な市民とオール千歳で挑戦するまち』の予算であります。 

時代とともに生まれる様々な課題や目標に対し、千歳市民をはじめ、千歳市に縁のある

人たちが持つ多彩な知恵や経験を結集し、解決に向けて取り組んでいくことができる「多

彩な市民とオール千歳で挑戦するまち」を目指し、 

自衛隊体制強化要望活動事業費 １５０万円 

本庁舎修繕事業費 ２億５，１９２万３千円 

西庁舎外壁等改修事業費 １，８９２万円 

市有財産管理業務経費 １，８６６万７千円 

根志越市有地売払い事業費 ３億８，２０９万７千円 

メディア活用事業費 ５２３万３千円 

市民協働推進事業費 ８９１万２千円 

男女共同参画推進事業費 ８４万７千円 

ふるさと千歳応援事業費 ３７億３，９７７万３千円 

自衛隊連絡調整業務経費 １２１万１千円 

（仮称）大和地区コミュニティセンター整備事業費 ３億８，７４４万円 

公開型・統合型ＧＩＳ整備事業費 ７，３６７万１千円 

千歳市ポータルアプリ導入事業費 ３，８８３万円 

町内会育成事業費 ４，０１５万９千円 

町内会備品等整備事業費 １，０１１万４千円 

などを計上しております。 

 

（特別会計予算の概要） 

次に、「特別会計予算の概要」についてご説明申し上げます。 

国民健康保険特別会計につきましては、総額で７８億４，２３０万９千円となり、前年
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度に比べ１億２，６６３万９千円、１．６％の減となっております。 

これは、歳入において、国民健康保険加入世帯及び被保険者数の減により国民健康保険

料で６，０４２万５千円、４．６％、道支出金で２，８１８万６千円、０．５％、繰入金

で３，８２０万３千円、４．７％のそれぞれ減となったことなどによるものであります。  

また、歳出において、総務費で１，８３３万２千円、１１．２％、基金積立金で１，０

１７万５千円、２，９０７.１％のそれぞれ増となったものの、保険給付費で２，４２９万

３千円、０．４％、国民健康保険事業費納付金で１億３，４５０万６千円、６．９％のそ

れぞれ減となったことなどによるものであります。 

土地取得事業特別会計につきましては、総額で７億１，６１４万８千円となり、前年度に

比べ７億１，４５７万６千円、４５，４５６.５％の増となっております。 

これは、歳入において、根志越市有地の所属替えなどにより財産収入で３億５，７５９万

円、２９，７４９.６％の増、繰入金で３億５，６９８万６千円の皆増など、歳出において、

土地開発基金償還金、一般会計繰出金の計上により諸支出金で７億１，３９７万２千円の皆

増などによるものであります。 

公設地方卸売市場事業特別会計につきましては、総額で７，３７６万７千円となり、前

年度に比べ２９２万１千円、４．１％の増となっております。 

これは、歳出において、施設維持補修費の増などにより市場管理費で２９４万６千円、

４．８％の増となったことなどによるものであります。 

霊園事業特別会計につきましては、総額で３，０８９万８千円となり、前年度に比べ４

７２万１千円、１８．０％の増となっております。 

これは、歳出において、樹木剪定業務委託料の増などにより霊園事業費で４９７万５千

円、２３．３％の増となったことなどによるものであります。 

介護保険特別会計につきましては、総額で６５億２，２８４万８千円となり、前年度に

比べ３億９，２９６万４千円、６．４％の増となっております。 

これは、歳入において、第１号被保険者数の増などにより保険料で３，７８０万３千円、

２．８％、介護保険費の増などにより、国庫支出金で９，７１９万３千円、７．１％、支

払基金交付金で９，８４５万１千円、６．３％、道支出金で５，１８４万１千円、６．

４％、繰入金で１億２８０万７千円、１０．２％のそれぞれ増となったことなどによるも

のであります。 

また、歳出において、総務費で２，５４２万７千円、１２．９％、介護保険費で３億５，

３６３万９千円、６．４％のそれぞれ増となったことなどによるものであります。 

後期高齢者医療特別会計につきましては、総額で１７億４，６１５万５千円となり、前

年度に比べ２億５，３５４万３千円、１７．０％の増となっております。 

これは、歳入において、被保険者数の増などにより後期高齢者医療保険料で２億５７２

万２千円、１７．９％の増となったことなどによるものであります。 

また、歳出において、北海道後期高齢者医療広域連合からの指示額の増により後期高齢

者医療広域連合納付金で２億４，５８４万５千円、１６．８％の増となったことなどによ
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るものであります。 

 土地区画整理事業特別会計につきましては、総額で４億２２２万１千円となり、前年度

に比べ２５億３，４３５万６千円、８６．３％の減となっております。 

これは、歳入において、一般会計繰入金が皆減となり繰入金で２５億４，５２５万９千

円、８７．３％の減などによるものであります。 

また、歳出においては、造成・道路・下水道等の工事にかかる実施設計、用地取得、地

下水調査、環境調査の実施などにより、土地区画整理事業費で１億６，５９６万３千円、

８１．６％の増となったものの、基金積立金で２７億３１万９千円、９８．８％の減と

なったことによるものであります。 

 

以上で予算の大綱説明とさせていただきますが、よろしく御審議、御決定いただきます

ようお願い申し上げます。 


